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＜相互会社制度運営に関する事項＞
１．2020年7月21日、Web会議システムを使用して総代候補者選考委員会が開催され、2021年総代改選についての候補者91名が決

定されました。これに基づき2020年10月から11月にかけて全社員による信任投票を実施し、その結果、総代候補者全員が2021
年4月1日をもって総代に就任することが確定しました。

２．2020年11月18日、東京都において審議員会を開催し、2020年度上半期事業概況等について報告しました。
３．当年度中に全国各地の支社等において、合計89回ご契約者懇談会を開催し、1,497名のご契約者に出席いただきました。
４．当年度末現在の社員数は6,877,969名、総代数は178名です。

＜商品に関する事項＞
１．2020年10月1日、5年ごと利差配当付指定通貨建個人年金保険（一時払い）（20）「たのしみグローバルⅡ」を発売しました。主な特

徴は次のとおりです。
　　  ・ 指定通貨（米ドルまたは豪ドル）建の一時払個人年金保険です。
　　  ・ 「指数連動プラン」では、据置期間中、毎年の指数の上昇率および連動率に応じて計算される積立金の増加率に基づいて契約応当日

ごとに積立金が増加し、その積立金額に基づいた年金をお支払いします。なお、指数の下落が続いた場合や、指数が大きく下落し
た場合でも、積立金は指定通貨建で減少しません。

　　  ・ 「定率増加プラン」では、据置期間中、一定の積立利率および経過年月数により積立金が増加し、その積立金額に基づいた年金をお
支払いします。

２．2021年3月15日、低解約返戻金型5年ごと利差配当付選択通貨建特別終身保険「プラスつみたて終身保険」を発売しました。主な特
徴は次のとおりです。

　　  ・ 5年経過以後の死亡保険金、解約返戻金を重視した終身保険です。円建・米ドル建から選択いただけます。
　　  ・ ご契約から5年経過時点で死亡保険金額（円建または米ドル建）が増加し、以後、一生涯保障します（ご契約当初5年間の死亡保険金

額は既払込保険料相当額）。
　　  ・ 解約返戻金額（円建または米ドル建）はご契約から5年経過以後に、既払込保険料相当額を上回ります。また、以後基本保険金額を

上限に増加し続けます（保険料払込期間中の解約返戻金を低く設定）。
3．2021年3月23日、「がん診断継続保障特約」を発売しました。本特約と「がん薬物治療特約」「がん診断特約」の3つの特約を「がん 

ＰＬＵＳ ＡＬＩＶＥ」と呼称して提供しております。「がん診断継続保障特約」の主な特徴は次のとおりです。
　　  ・ 生まれて初めて所定のがんと診断されたときに、がん診断保険金をお支払いします。
　　  ・ 直前のがん診断保険金またはがん入院一時給付金のお支払理由に該当した日から1年経過後に、所定のがんによる入院を開始され

たときにがん入院一時給付金をお支払いします（支払回数無制限）。

＜社会・文化貢献活動に関する事項＞
    中期経営計画に掲げる「社会に『なくてはならない』保険会社」を目指し、ＳＤＧｓ達成を通じた社会への貢献の具体策として「健康増

進」「子育て支援」「地球環境の保護」を重点分野とした社会貢献活動を実施しております。
１．コロナ禍でのＣＳＶプロジェクトにおける「社会への健康増進の働きかけ」として、親子スポーツイベントを行うスミセイ“Vitality 

Action”をオンラインで開催しました。また、関連財団と連携して健康増進に関する啓発等をオンラインで実施しました。その他、乳
がんの早期発見・早期診断・早期治療の大切さを伝えるピンクリボン運動の応援等にも取り組みました。

２．子育て支援事業「未来を強くする子育てプロジェクト」や、全国の学童保育等の運営を支援する「スミセイアフタースクールプロジェ
クト」を実施しました。「スミセイアフタースクールプロジェクト」においては、子ども向けプログラムや大人向け勉強会をオンライ
ンで開催するとともに、ネットコミュニケーションツール「放課後をもっと！楽しくNET」を活用して、プログラムおよび勉強会開催
後のアフターフォローや離れた地域の学童同士の交流の活性化に努めました。また、子どもの情操教育支援を目的とする「こども絵
画コンクール」を実施しました。

３．地球環境保護活動として、職員の環境問題に対する理解促進を図るとともに、本社・東京本社ビル内におけるレジ袋の提供廃止やプラス
チックストローの使用中止を通じて、プラスチックごみの削減に取り組みました。また、2050年カーボンニュートラル（温室効果ガス
排出量ネットゼロ）の実現に向けて、温室効果ガス（ＧＨＧ）排出量を算出し、その排出量と今後の削減目標の情報開示を行いました。

４．1992年から、職員の社会貢献意識の更なる向上を図るため、職員が各地でボランティア活動を行う「スミセイ・ヒューマニー活動」
を実施しております。2020年度はコロナ禍であることを踏まえ、職員の家庭で余った食品を寄付する「フードドライブ」や、自宅で
作成したグリーティングカード等を寄付する「おうちヒューマニー」など、「時間・場所に捉われない新しい活動」を推進しました。ま
た、24時間テレビ“愛は地球を救う”に協賛し、番組公式サイトからのオンライン募金を推進しました。

５．「令和2年7月豪雨」被災地支援の一環として、住友生命労働組合と協力し当社および関連会社にて募金を実施し、総額115万3736
円を被災者および被災地域へ寄贈しました。

６．当年度中に「社会及び契約者福祉増進基金」から総額6億5951万1766円の助成を行いました。その内訳は、健康増進事業に4074
万9764円、子育て支援・次世代応援事業に1億3421万1187円、地球環境保全事業に1000万円、地域社会関連事業に350万
815円、一般財団法人住友生命福祉文化財団に3億8500万円、公益財団法人住友生命健康財団に8600万円、その他社会貢献事業
に5万円です。

７．その他

 2020年度における主な取組み
内部監査品質の向上
および内部監査プロ
セスの効率化

・ 新型コロナウイルス感染症の影響等を踏まえ、「内部監査中期計画（2020-2022年度）」および「2020年度内部監査年間計画」の修正を行い、各
組織における「新型コロナウイルスへの対応」に係る課題認識・取組状況等を確認した。また、監査品質に留意しつつリモートによる監査手法
を導入するとともに、導入に合わせて「内部監査規程」等を整備した。

・ 内部監査人協会（IIA）(※)が認定する「公認内部監査人（CIA）」等の専門資格の取得推進や知識・スキル向上のための研修を実施し、内部監査の
専門性の維持･向上を図った。

・ 外部評価を実施し、当社の内部監査態勢、取組みが国際基準に適合していることを確認するとともに、更なる高度化の観点から国内大手金融機
関の取組みを参考に助言を受けた。

※ 米国に本部を置くThe Institute of Internal Auditor(内部監査人協会)の略称。内部監査に関する国際基準等の策定や専門資格の認定を通じ、
国際的に指導的役割を担っている。
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社員配当金支払の状況
� �（単位：百万円、%）

社員配当金

2019年度 2020年度
金額 増加率 金額 増加率

55,155 △11.1 50,810 △ 7.9 

配当金のしくみ
　ご契約者さまからお払込みいただく保険料は、予定した
基礎率（予定利率・予定死亡率・予定事業費率）に基づき計
算しております。
　生命保険の配当金は、毎年度の決算において予定と実績
との間に剰余が生じたとき、ご契約の種類・金額・経過期間
などに応じて、ご契約者さまにお返しするものです。
　したがって、決算状況によって変動（増減）いたします。

　配当金のしくみについて、予定利率を例にご説明いたし
ます。
　保険料は、あらかじめ見込まれる運用益（予定利率部分）
を差し引いて計算しており、その分が将来の保険金などの
お支払いのために必要な金額に対し割安になっております。
　そして、この見込まれる運用益よりも運用の実績が上回
ったときに配当金をお支払いいたします。…【右図ケース１】
　一方で運用の実績が下回ったときには、配当金をお支払
いすることができません。ただし、この見込まれる運用益
については当社が保証しておりますので、将来の保険金な
どのお支払いには影響ございません。…【右図ケース２】

配当金のしくみのイメージ
（予定利率部分のみの例）

（注）�資産運用環境の変化等の影響により、配当金は変動（増減）いたします。

配当金

将来の保険
金などのお
支払いのた
めに必要な
金額

当社が保証

実際の
運用益

実際の
運用益

見込まれる
運用益

（予定利率部分）

実際にお払
込みいただ
く保険料

ケース1
（運用実績が予定利率を上回るとき）

ケース2
（運用実績が予定利率を下回るとき）

◆社員配当の状況

配当還元割合の状況

（注）�危険準備金、価格変動準備金、価格変動積立金、基金償却積立金への繰入額。ただし、一時的な損益として、金利リスクコントロールに伴い生じた有価証券売却
益およびマーケット・ヴァリュー・アジャストメントに係る解約返戻金額変動の影響額を除く調整を行っております。

配当準備金繰入額�［541億円］
配当還元割合＝�―――――――――――――――――――――――――――�＝28％

配当準備金繰入額�＋�内部留保への繰入額�［1,362億円］（注）

　ご契約者さまへの社員配当金については、単年度および将来の収益状況や内部留保の水準等を踏まえ安定的に還元を行
うこと、内部留保によるリスク対応力強化とご契約者さまへの還元の充実についてのバランスをとること等を基本的な考
え方としています。この考え方に基づき、2020年度決算に基づく社員配当率は以下のとおりとしています。
個人保険、個人年金保険　一部の生前給付特約の長期継続配当等について増配としました。その他の配当については据置

きとしました。
団体保険　配当率は据置きとしました。
団体年金保険
＜新企業年金保険、厚生年金基金保険(02)及び確定給付企業年金保険(02)等＞
　配当率は、予定利率0.75％又は1.25％ (解約控除あり)に対する責任準備金に対して0.08％としました。
＜拠出型企業年金保険(02)＞
　配当率は、予定利率1.25％に対する責任準備金に対して0.06％としました。
（注）新単位口別利率設定特約部分の責任準備金は含みません。

社員配当金について
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2020年度決算に基づく社員配当率〈個人保険および個人年金保険の配当〉
3年ごと配当タイプ［販売名称：プライムフィット・ライブワン・Qパック］

配当金 （=①+②、この額がマイナスとなる場合はゼロとします）

①利差益配当 2020年度決算に基づく
単年度分について、据置き

各年度の責任準備金に以下の利差益配当率を乗じた額の合計を基準とした額（＊）
(例示)2003年度契約、2006年度契約、2009年度契約及び2012年度契約（予定利率1.65％）の利差益配当率の推移　　　(例示)2015年度契約（予定利率1.25�％）の利差益配当率の推移
決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�

（（A）–（B）） 決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�
（（A）–（B））

2018年度 1.60％
1.65%

△0.05% 2018年度 1.60％
1.25％

0.35％
2019年度 1.60％ △0.05% 2019年度 1.60％ 0.35％
2020年度 1.60％ △0.05% 2020年度 1.60％ 0.35％
(例示)2018年度契約（予定利率0.65�％）の利差益配当率の推移
決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�

（（A）–（B））
2018年度 1.20％

0.65％
0.55％

2019年度 1.20％ 0.55％
2020年度 1.20％ 0.55％

（＊）主契約（保険ファンド）部分の責任準備金は含みません。

②�長期継続� �
配当

定期
保険
特約等

一部増配

契約後経過６年以降（＊）の３年ごとの契約応当日に、その保険料（年換算）に年齢、性別及び保険種類に応じた長期継続配当率を乗じた額
(例示)男性の場合

保険種類 契約時の年齢
30歳 50歳

定期保険特約
2007年４月２日以降契約

 ６年経過時 8.00％ 20.00％
 ９年経過時 12.00％ 30.00％
12年経過時 8.00％ 20.00％

2007年４月１日以前契約 15年経過時 21.00％ 46.50％
18年経過時 21.00％ 46.50％

新介護保障定期保険特約

2013年４月２日以降契約  ６年経過時 8.00％ 16.00％
2007年４月２日以降
2013年４月１日以前契約

 ９年経過時 28.00％ 40.00％
12年経過時 12.00％ 20.00％

2007年４月１日以前契約 15年経過時 27.00％ 46.50％
18年経過時 27.00％ 46.50％

特定疾病保障定期保険特約
重度慢性疾患保障保険特約

2007年４月２日以降契約
 ６年経過時 4.00％ 8.00％
 ９年経過時 6.00％ 12.00％
12年経過時 4.00％ 8.00％

2007年４月１日以前契約 15年経過時 10.50％ 20.25％
18年経過時 10.50％ 20.25％

生活障害収入保障特約 ６年経過時 8.00% 0.00%
特定重度生活習慣病保障特約 ６年経過時 9.00% 15.00%

（＊）更新後の場合を含みません。

災害・
疾病
関係
特約

一部増配

�災害・疾病関係特約の一部については、契約後経過６年以降（＊）の３年ごとの契約応当日に、その入院給付日額等に年齢、性別
及び保険種類に応じた長期継続配当率を乗じた額
(例示)日額1,000円あたり　30歳加入の場合

保険種類 男性 女性

災害入院特約（01）（本人型）
2007年４月２日以降契約 12年経過時 252円 406円

2007年４月１日以前契約 15年経過時 399円 567円�
18年経過時 399円 567円

疾病医療特約（01）（本人型）
2007年４月２日以降契約 12年経過時 294円 ０円

2007年４月１日以前契約 15年経過時 0円 ０円
18年経過時 ０円 ０円

総合医療特約
��６年経過時 1,190円 420円
��９年経過時 1,267円 560円
12年経過時 840円 196円

(例示)保険料（年換算）あたり
保険種類 男性 女性

新先進医療特約

2021年４月２日以降契約 ��６年経過時 0.00% 0.00%
2018年８月２日以降
2021年４月１日以前契約 ��６年経過時 62.10% 62.10%

2018年８月１日以前契約 ��６年経過時 37.50% 37.50%
��９年経過時 37.50% 37.50%

(＊)�更新後の場合を含みません。ただし、更新後の新先進医療特約は対象とします。

5年ごと利差配当タイプ
配当金 （=①+②、この額がマイナスとなる場合はゼロとします）

①利差益配当 2020年度決算に基づく
単年度分について、据置き

各年度の責任準備金に以下の利差益配当率を乗じた額の合計を基準とした額
(例示)1996年度契約（予定利率2.90％）の利差益配当率の推移　　　　�(例示)2001年度契約、2006年度契約及び2011年度契約（予定利率1.65％）の利差益配当率の推移

決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�
（（A）–（B）） 決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�

（（A）–（B））
2016年度 1.15%

2.90%

△1.75％ 2016年度 1.60%

1.65％

△0.05％
2017年度 1.15% △1.75％ 2017年度 1.60% △0.05％
2018年度 1.15% △1.75％ 2018年度 1.60% △0.05％
2019年度 1.15% △1.75％ 2019年度 1.60% △0.05％
2020年度 1.15% △1.75％ 2020年度 1.60% △0.05％
(例示)2016年度契約（予定利率1.25％）の利差益配当率の推移　　　　　��ただし、下記の契約については、以下のとおりとします。

決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�
（（A）–（B）） 対　象 利差益配当率 例　示

2016年度 1.60%

1.25％

0.35% 一時払養老保険 ０％ 予定利率1.00％の契約…０％
2017年度 1.60% 0.35% 一時払個人年金保険 ０％ 予定利率1.00％の契約…０％
2018年度 1.60% 0.35% 1998年7月2日以降の一

時払終身保険 ０％ 予定利率1.40％の契約…０％2019年度 1.60% 0.35%
2020年度 1.60% 0.35%

②�長期継続� �
配当

定期
保険
特約等

一部増配

契約後経過10年以降(＊)の５年ごとの契約応当日に、その保険料（年換算）に年齢、性別及び保険種類に応じた長期継続配当率を乗じた額
(例示)男性の場合

保険種類 契約時の年齢
30歳 50歳

定期保険（特約）
2007年４月２日以降契約 10年経過時 16.00% 40.00%

2007年４月１日以前契約 15年経過時 31.00% 67.50%
20年経過時 51.50% 67.50%

新介護保障定期保険特約

2013年４月２日以降契約 10年経過時 16.00% 32.00%
2007年４月２日以降
2013年４月１日以前契約 10年経過時 36.00% 52.00%

2007年４月１日以前契約 15年経過時 41.00% 69.50%
20年経過時 57.50% 59.50%

特定疾病保障定期保険（特約）
重度慢性疾患保障保険（特約）

2007年４月２日以降契約 10年経過時 � 8.00% 16.00%

2007年４月１日以前契約 15年経過時 15.50% 29.75%
20年経過時 25.75% 29.75%

生活障害収入保障特約 10年経過時 40.00% � 0.00%
特定重度生活習慣病保障特約 10年経過時 45.00% 75.00%

（＊）更新後の場合を含みません。

災害・
疾病
関係
特約等

一部増配

災害・疾病関係特約等の一部については、契約後経過10年以降(＊)の５年ごとの契約応当日に、その入院給付日額等に
年齢、性別及び保険種類に応じた長期継続配当率を乗じた額
(例示)日額1,000円あたり　30歳加入の場合

保険種類 男性 女性

災害入院特約（01）（本人型）
2007年４月２日以降契約 15年経過時 � �665円 854円

2007年４月１日以前契約 15年経過時 � �665円 854円
20年経過時 � �700円 777円

疾病医療特約（01）（本人型）
2007年４月２日以降契約 15年経過時 � �735円 � � 0円

2007年４月１日以前契約 15年経過時 � � � �0円 � � 0円
20年経過時 � � � �0円 � � 0円

総合医療特約 10年経過時 1,750円 980円
(例示)保険料（年換算）あたり

保険種類 男性 女性

新先進医療特約

2021年４月２日以降契約 10年経過時 � 0.00% � 0.00%
2018年８月２日以降
2021年４月１日以前契約 10年経過時 62.10% 62.10%

2018年８月１日以前契約 10年経過時 37.50% 37.50%
(＊)�更新後の場合を含みません。ただし、更新後の新先進医療特約は対象とします。
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【社員配当金額の例示】
＜例1＞ 最低保証利率付３年ごと利率変動型積立保険

（生活障害収入保障特約(20年タイプ)付加契約）
35歳加入、65歳払込満了、男性、口座振替料率、月払、（生活）収入保障年金年額150万円
特定重度生活習慣病保険金額150万円、総合医療特約�日額１万円
入院保障充実特約(09)�給付金額10万円、新先進医療特約

加入年度�（経過年数） 保険料
（年換算）

受取金額
継続中の契約
[�配�当�金�]

死亡契約
[保険金＋配当金]

3年ごと配当タイプ
2015年度�（6年） 151,260円 （16,195）�20,589円 20,847,000円

＜例2＞ 最低保証利率付３年ごと利率変動型積立保険(＊1)
（新介護収入保障特約(10回タイプ)(＊2)付加契約）

35歳加入、65歳払込満了、男性、口座振替料率、月払、年金年額240万円
総合医療特約(＊3)�日額１万円、入院保障充実特約(09)(＊4)�給付金額10万円
新先進医療特約(＊5)

加入年度�（経過年数） 保険料
（年換算）

受取金額
継続中の契約
[�配�当�金�]

死亡契約
[保険金＋配当金]

3年ごと配当タイプ
2012年度�(9年) 144,360円 （38,314）�38,854円 22,519,200円
2009年度�(12年) 203,460(＊6) （17,898）�17,898　 22,519,200　
2006年度�(15年) 206,340(＊6) （54,022）�54,022　 22,519,200　
2003年度�(18年) 206,340(＊6) （54,092）�54,092　 22,519,200　

(＊1)��2003年度契約および2006年度契約は最低保証利率付３年ごと利率変動型積立終身保険
とします。

(＊2)��2003年度契約、2006年度契約および2009年度契約は新介護収入保障特約(20年タイプ)
とします。

(＊3)��2003年度契約は災害入院特約(01)、疾病医療特約(01)、入院初期給付特約付加契約、2006
年度契約および2009年度契約はそれぞれ災害入院特約(01)、疾病医療特約(01)、入院治療
重点保障特約付加契約とします。

(＊4)��2003年度契約は通院特約付加契約、2006年度契約は通院特約(04)付加契約とし、日額は３千
円とします。2009年度契約は入院保障充実特約付加契約とし、給付金額は３万円とします。

(＊5)�新先進医療特約付加契約は2012年度契約のみとします。
(＊6)�保険料は45歳時に災害・疾病関係特約を更新した後の金額です。

＜例3＞ 最低保証利率付３年ごと利率変動型積立保険
（新介護逓減定期保険特約(10年更新型)付加契約）

45歳加入、65歳払込満了、男性、口座振替料率、月払、初年度保険金額2,500万円
総合医療特約�日額１万円、入院保障充実特約(09)�給付金額10万円、新先進医療特約

加入年度�（経過年数） 保険料
（年換算）

受取金額
継続中の契約
[�配�当�金�]

死亡契約
[保険金＋配当金]

3年ごと配当タイプ
2012年度�（9年） 224,880円 （60,565）�61,105円 15,000,000円

＜例4＞ 定期付終身保険10倍型(10年更新型)
35歳加入、65歳払込満了、男性、口座振替料率、月払、死亡保険金2,000万円（うち終身部分200万円）
災害入院特約(01)、疾病医療特約(01)�日額１万円、通院特約�日額３千円

加入年度�（経過年数） 保険料（＊）
（年換算）

受取金額
継続中の契約
[�配�当�金�]

死亡契約
[保険金＋配当金]

毎年配当タイプ
1996年度�（25年） 358,296円 （41,644）�41,644円 20,000,000円

(＊)�保険料は55歳時に更新した後の金額です。

＜例5＞ 定期付終身保険10倍型(10年更新型)
35歳加入、65歳払込満了、男性、口座振替料率、月払、死亡保険金2,000万円（うち終身部分200万円）

加入年度（経過年数） 保険料(＊1)�
（年換算）

受取金額
継続中の契約�
[�配�当�金�(＊2)�]

死亡契約�
[保険金＋配当金]

毎年配当タイプ
1991年度�（30年） 256,968円 （114,916）�114,916円 20,000,000円

(＊1)�保険料は55歳時に更新した後の金額です。
(＊2)�定期保険特約は保険期間満了時につき配当を2回分お支払いします。

＜例6＞ 定期保険 (10年更新型)
45歳加入、男性、口座振替料率、月払、死亡保険金1,000万円��
総合医療特約�日額１万円、入院保障充実特約(09)�給付金額10万円、新先進医療特約

加入年度（経過年数） 保険料
（年換算）

受取金額
継続中の契約�
[�配�当�金�]

死亡契約
[保険金＋配当金]

５年ごと利差配当タイプ
2011年度�（10年） 136,800円 （35,340）�35,880円 10,000,000円

＜例7＞ 養老保険
30歳加入、30年満期、男性、口座振替料率、月払、保険金100万円

加入年度（経過年数） 保険料
（年換算）

受取金額
継続中の契約
[�配�当�金�]

満期・死亡契約
[保険金＋配当金]

５年ごと利差配当タイプ
2011年度� （10年） 31,656円 （0）�0円 死亡��1,000,000円
2006年度� （15年） 31,656　 （0）�0 死亡��1,000,000　
2001年度� （20年） 31,656　 （0）�0 死亡��1,000,000　

毎年配当タイプ
1996年度� （25年） 28,584　 （0）�0 死亡��1,000,000　

1991年度� （30年） 20,664　 ー �ー 満期（1,000,000）
1,000,000

（注）�1.保険料、保険金額は保険ファンド部分を除いた金額です。
2.�「�死亡契約」、「満期・死亡契約」欄は、満期又は契約応当日以後死亡の場合の受取金額を示
します。
＜例１＞および＜例2＞については、年金の現価相当額を示します。
＜例3＞については、逓減後の保険金額を示します。

3.「�受取金額」欄の（�）内の数字は、前年度配当率に基づいて計算した場合を示します。

毎年配当タイプ
配当金 （=①+②+③+④、この額がマイナスとなる場合はゼロとします）

①利差益配当 据置き

責任準備金に次の利差益配当率を乗じた額
対　象 利差益配当率 例　示

予定利率1％未満の契約 1.20%-予定利率 予定利率0.55％の契約…　0.65％
予定利率1％以上2％以下の契約 1.60%-予定利率 予定利率1.50％の契約…　0.10％
予定利率2％超の契約 1.15%-予定利率 予定利率5.00％の契約…△3.85％

ただし、下記の契約については、上記にかかわらず以下のとおりとします。
対　象 利差益配当率 例　示

1995年9月1日以降の一時払養老保険 ０％ 予定利率1.75％の契約…０％
1998年7月2日以降の一時払個人年金保険 ０％ 予定利率1.50％の契約…０％
1998年7月2日以降の一時払終身保険 ０％ 予定利率2.00％の契約…０％

（変額年金の年金開始後・年金繰下げ期間中の利差益配当は0円）

②死差益配当 据置き （例示）　�1985年4月2日以降1990年4月1日以前の終身保険� �
男性、50歳、危険保険金�100万円につき1,570円

③�災害・疾病� �
特約配当 一部増配

（例示）　40歳、男性の場合

保険種類 入院給付日額
1,000円につき 保険種類 １件�

あたり
新疾病医療特約（87）（本人型） 580円

新先進医療特約(＊)

2021年４月２日以降契約 0円

総合医療特約
2018年８月２日以降契約 170円 2018年８月２日以降

2021年４月１日以前契約 1,476円
2018年８月１日以前契約 340円

2018年８月１日以前契約 540円
(＊)�費差益配当の額を含みます。

④費差益配当 一部増配

（例示）　�保険料払込中の契約について
<配当回数2回目以降>
（1）�基本部分�

1990年4月2日以降�1993年4月1日以前の終身保険…保険金�100万円につき250円
<配当回数4回目以降>

保険金額に応じた上乗せ 保険金額
100万円につき

配当回数 1回 2回 3回 4回

＋

5回 6回 …

…

…

ゼロ 基本部分の配当
（1）

保険金額に応じた上乗せ
（2）

（3）

（2）
総保険金額が3000万円以上
5000万円未満の場合 50円

総保険金額が5000万円以上の場合 100円

（3）
配当回数5回目毎
（配当回数5回目、10回目、15回目…）に
総保険金額が2000万円を超える部分

300円
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2019年度決算に基づく社員配当率〈個人保険および個人年金保険の配当〉
3年ごと配当タイプ［販売名称：プライムフィット・ライブワン・Qパック］

配当金 （=①+②、この額がマイナスとなる場合はゼロとします）

①利差益配当 2019年度決算に基づく
単年度分について、据置き

各年度の責任準備金に以下の利差益配当率を乗じた額の合計を基準とした額（＊）
(例示)2002年度契約、2005年度契約、2008年度契約及び2011年度契約（予定利率1.65％）の利差益配当率の推移　　　(例示)2014年度契約（予定利率1.25�％）の利差益配当率の推移
決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�

（（A）–（B）） 決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�
（（A）–（B））

2017年度 1.60％
1.65%

△0.05% 2017年度 1.60％
1.25％

0.35％
2018年度 1.60％ △0.05% 2018年度 1.60％ 0.35％
2019年度 1.60％ △0.05% 2019年度 1.60％ 0.35％
(例示)2017年度契約（予定利率0.65�％）の利差益配当率の推移
決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�

（（A）–（B））
2017年度 1.20％

0.65％
0.55％

2018年度 1.20％ 0.55％
2019年度 1.20％ 0.55％

（＊）主契約（保険ファンド）部分の責任準備金は含みません。

②�長期継続� �
配当

定期
保険
特約等

据置き

契約後経過６年以降（＊）の３年ごとの契約応当日に、その保険料（年換算）に年齢、性別及び保険種類に応じた長期継続配当率
を乗じた額
(例示)男性の場合

保険種類 契約時の年齢
30歳 50歳

定期保険特約
2007年４月２日以降契約

 ６年経過時 8.00％ 20.00％
 ９年経過時 12.00％ 30.00％
12年経過時 8.00％ 20.00％

2007年４月１日以前契約 15年経過時 21.00％ 46.50％
18年経過時 21.00％ 46.50％

新介護保障定期保険特約

2013年４月２日以降契約  ６年経過時 8.00％ 16.00％
2007年４月２日以降
2013年４月１日以前契約

 ９年経過時 28.00％ 40.00％
12年経過時 12.00％ 20.00％

2007年４月１日以前契約 15年経過時 27.00％ 46.50％
18年経過時 27.00％ 46.50％

特定疾病保障定期保険特約
重度慢性疾患保障保険特約

2007年４月２日以降契約
 ６年経過時 4.00％ 8.00％
 ９年経過時 6.00％ 12.00％
12年経過時 4.00％ 8.00％

2007年４月１日以前契約 15年経過時 10.50％ 20.25％
18年経過時 10.50％ 20.25％

（＊）更新後の場合を含みません。

災害・
疾病
関係
特約

一部増配

�災害・疾病関係特約の一部については、契約後経過６年以降（＊）の３年ごとの契約応当日に、その入院給付日額等に年齢、性別
及び保険種類に応じた長期継続配当率を乗じた額
(例示)日額1,000円あたり　30歳加入の場合

保険種類 男性 女性

災害入院特約（01）（本人型）
2007年４月２日以降契約 12年経過時 252円 406円

2007年４月１日以前契約 15年経過時 399円 567円�
18年経過時 399円 567円

疾病医療特約（01）（本人型）
2007年４月２日以降契約 12年経過時 294円 ０円

2007年４月１日以前契約 15年経過時 0円 ０円
18年経過時 ０円 ０円

総合医療特約  ６年経過時 868円 420円
 ９年経過時 1,008円 560円

（＊）更新後の場合を含みません。

5年ごと利差配当タイプ
配当金 （=①+②、この額がマイナスとなる場合はゼロとします）

①利差益配当 2019年度決算に基づく
単年度分について、据置き

各年度の責任準備金に以下の利差益配当率を乗じた額の合計を基準とした額
(例示)2000年度契約（予定利率2.15％）の利差益配当率の推移　　　　�(例示)2005年度契約及び2010年度契約（予定利率1.65％）の利差益配当率の推移

決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�
（（A）–（B）） 決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�

（（A）–（B））
2015年度 1.35%

2.15％

△0.80％ 2015年度 1.80%

1.65％

　0.15%
2016年度 1.15% △1.00％ 2016年度 1.60% △0.05％
2017年度 1.15% △1.00％ 2017年度 1.60% △0.05％
2018年度 1.15% △1.00％ 2018年度 1.60% △0.05％
2019年度 1.15% △1.00％ 2019年度 1.60% △0.05％
(例示)2015年度契約（予定利率1.25％）の利差益配当率の推移　　　　　��ただし、下記の契約については、以下のとおりとします。

決算年度 （A）配当基準利回り （B）予定利率 （C）利差益配当率�
（（A）–（B）） 対　象 利差益配当率 例　示

2015年度 1.80%

1.25％

0.55% 一時払養老保険 ０％ 予定利率1.00％の契約…０％
2016年度 1.60% 0.35% 一時払個人年金保険 ０％ 予定利率1.00％の契約…０％
2017年度 1.60% 0.35% 1998年7月2日以降の一

時払終身保険 ０％ 予定利率1.40％の契約…０％2018年度 1.60% 0.35%
2019年度 1.60% 0.35%

②�長期継続� �
配当

定期
保険
特約等

据置き

契約後経過10年以降(＊)の５年ごとの契約応当日に、その保険料（年換算）に年齢、性別及び保険種類に応じた長期継続配
当率を乗じた額
(例示)男性の場合

保険種類 契約時の年齢
30歳 50歳

定期保険（特約）
2007年４月２日以降契約 10年経過時 12.00％ 30.00％

2007年４月１日以前契約 15年経過時 27.00％ 57.50％
20年経過時 45.50％ 57.50％

新介護保障定期保険特約

2013年４月２日以降契約 10年経過時 12.00％ 24.00％
2007年４月２日以降
2013年４月１日以前契約 10年経過時 32.00％ 44.00％

2007年４月１日以前契約 15年経過時 37.00％ 61.50％
20年経過時 52.50％ 51.50％

特定疾病保障定期保険（特約）
重度慢性疾患保障保険（特約）

2007年４月２日以降契約 10年経過時 6.00% 12.00％

2007年４月１日以前契約 15年経過時 13.50% 25.75％
20年経過時 22.75% 25.75％

（＊）更新後の場合を含みません。

災害・
疾病
関係
特約等

一部増配

災害・疾病関係特約等の一部については、契約後経過10年以降(＊)の５年ごとの契約応当日に、その入院給付日額等に
年齢、性別及び保険種類に応じた長期継続配当率を乗じた額
(例示)日額1,000円あたり　30歳加入の場合

保険種類 男性 女性

災害入院特約（01）（本人型） 2007年４月２日以降契約 15年経過時 � �665円 � �763円�
2007年４月１日以前契約 15年経過時 � �665円 � �763円�

疾病医療特約（01）（本人型） 2007年４月２日以降契約 15年経過時 � �735円 � � � �0円
2007年４月１日以前契約 15年経過時 � � � �0円 � � � �0円

総合医療特約 10年経過時 1,428円� � �980円
（＊）更新後の場合を含みません。
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【社員配当金額の例示】
＜例1＞  最低保証利率付３年ごと利率変動型積立保険(＊1)

（新介護収入保障特約(＊2)(20年タイプ)付加契約）
35歳加入、65歳払込満了、男性、口座振替料率、月払、年金年額240万円
総合医療特約（＊3）日額１万円、入院保障充実特約(09)（＊4）給付金額10万円

加入年度�（経過年数） 保険料
（年換算）

受取金額
継続中の契約
[�配�当�金�]

死亡契約
[保険金＋配当金]

3年ごと配当タイプ
2014年度� (6年) 159,300円 （16,021）�17,841円 31,317,600円
2011年度� (9年) 142,920 （34,674）�36,494　 22,519,200　
2008年度� (12年) 202,908(＊5) （17,898）�17,898　 22,519,200　
2005年度� (15年) 206,340(＊5) （54,022）�54,022　 22,519,200　
2002年度� (18年) 198,168(＊5) （46,936）�46,936　 22,519,200　

（＊1）��2002年度契約および2005年度契約は最低保証利率付３年ごと利率変動型積立終身保険
とします。

（＊2）��2002年度契約は介護収入保障特約、2011年度契約は新介護収入保障特約(10回タイプ)
とします。

（＊3）��2002年度契約は災害入院特約(01)、疾病医療特約(01)、入院初期給付特約付加契約、2005
年度契約および2008年度契約はそれぞれ災害入院特約(01)、疾病医療特約(01)、入院治療
重点保障特約付加契約とします。

（＊4）��2002年度契約は通院特約付加契約、2005年度契約および2008年度契約は通院特約(04)
付加契約とし、日額は３千円とします。

（＊5）�保険料は45歳時に災害・疾病関係特約を更新した後の金額です。

＜例2＞ 最低保証利率付３年ごと利率変動型積立保険
（新介護逓減定期保険特約(10年更新型)付加契約）

45歳加入、65歳払込満了、男性、口座振替料率、月払、初年度保険金額2,500万円
総合医療特約　日額１万円、入院保障充実特約(09)�給付金額10万円

加入年度�（経過年数） 保険料
（年換算）

受取金額
継続中の契約
[�配�当�金�]

死亡契約
[保険金＋配当金]

3年ごと配当タイプ
2014年度�(6年) 218,640円 （25,890）�26,800円 18,333,334円
2011年度�(9年) 223,440　 （58,745）�59,655　 15,000,000　

＜例3＞ 定期付終身保険10倍型(10年更新型)
35歳加入、65歳払込満了、男性、口座振替料率、月払、死亡保険金2,000万円（うち終身部分200万円）
災害入院特約(01)、疾病医療特約(01)�日額１万円、通院特約�日額３千円

加入年度�（経過年数） 保険料（＊）
（年換算）

受取金額
継続中の契約
[�配�当�金�]

死亡契約
[保険金＋配当金]

毎年配当タイプ
1996年度�（24年） 358,296円 （36,416）�36,416円 20,000,000円

（＊）保険料は55歳時に更新した後の金額です。

＜例4＞ 定期付終身保険10倍型(10年更新型)
35歳加入、65歳払込満了、男性、口座振替料率、月払、死亡保険金2,000万円（うち終身
部分200万円）

加入年度�（経過年数） 保険料（＊１）
（年換算）

受取金額
継続中の契約

[�配�当�金（＊２）�]
死亡契約

[保険金＋配当金]
毎年配当タイプ

1990年度�（30年） 256,968円（114,916）�114,916円 20,000,000円

（＊1）保険料は55歳時に更新した後の金額です。
（＊2）定期保険特約は保険期間満了時につき配当を2回分お支払いします。

＜例5＞ 定期保険 (10年更新型)
45歳加入、男性、口座振替料率、月払、死亡保険金1,000万円
総合医療特約�日額１万円、入院保障充実特約(09)�給付金額10万円

加入年度�（経過年数） 保険料
（年換算）

受取金額
継続中の契約
[�配�当�金�]

死亡契約
[保険金＋配当金]

５年ごと利差配当タイプ
2010年度�（10年） 135,360円 （27,665）�28,575円 10,000,000円

＜例6＞  養老保険
30歳加入、30年満期、男性、口座振替料率、月払、保険金100万円

加入年度�（経過年数） 保険料
（年換算）

受取金額
継続中の契約
[�配�当�金�]

満期・死亡契約
[保険金＋配当金]

５年ごと利差配当タイプ
2010年度�（10年） 31,656円 （0）�0円 死亡��1,000,000円
2005年度�（15年） 31,656　 （0）�0 死亡��1,000,000　
2000年度�（20年） 30,132　 （0）�0 死亡��1,000,000　

毎年配当タイプ
1995年度�（25年） 25,272　 （0）�0 死亡��1,000,000　

1990年度�（30年） 20,664　 ー �ー 満期（1,000,000）
1,000,000

（注）�1.保険料、保険金額は保険ファンド部分を除いた金額です。
2.�「�死亡契約」、「満期・死亡契約」欄は、満期又は契約応当日以後死亡の場合の受取金額を示
します。
＜例１＞については、年金の現価相当額を示します。
＜例２＞については、逓減後の保険金額を示します。

3.「�受取金額」欄の（�）内の数字は、前年度配当率に基づいて計算した場合を示します。

毎年配当タイプ
配当金 （=①+②+③+④、この額がマイナスとなる場合はゼロとします）

①利差益配当 据置き

責任準備金に次の利差益配当率を乗じた額
対　象 利差益配当率 例　示

予定利率1％未満の契約 1.20%-予定利率 予定利率0.55％の契約…　0.65％
予定利率1％以上2％以下の契約 1.60%-予定利率 予定利率1.50％の契約…　0.10％
予定利率2％超の契約 1.15%-予定利率 予定利率5.00％の契約…△3.85％

ただし、下記の契約については、上記にかかわらず以下のとおりとします。
対　象 利差益配当率 例　示

1995年9月1日以降の一時払養老保険 ０％ 予定利率1.75％の契約…０％
1998年7月2日以降の一時払個人年金保険 ０％ 予定利率1.50％の契約…０％
1998年7月2日以降の一時払終身保険 ０％ 予定利率2.00％の契約…０％

（変額年金の年金開始後・年金繰下げ期間中の利差益配当は0円）

②死差益配当 据置き （例示）　�1985年4月2日以降1990年4月1日以前の終身保険� �
男性、50歳、危険保険金�100万円につき1,570円

③�災害・疾病� �
特約配当 一部増配

（例示）　40歳、男性の場合

保険種類 入院給付日額
1,000円につき

新疾病医療特約（87）（本人型） 580円

総合医療特約
2018年８月２日以降契約 170円
2018年８月１日以前契約 340円

④費差益配当 据置き

（例示）　�保険料払込中の契約について
<配当回数2回目以降>
（1）�基本部分�

1990年4月2日以降�1993年4月1日以前の終身保険…保険金�100万円につき250円
<配当回数4回目以降>

保険金額に応じた上乗せ 保険金額
100万円につき

配当回数 1回 2回 3回 4回

＋

5回 6回 …

…

…

ゼロ 基本部分の配当
（1）

保険金額に応じた上乗せ
（2）

（3）

（2）
総保険金額が3000万円以上
5000万円未満の場合 50円

総保険金額が5000万円以上の場合 100円

（3）
配当回数5回目毎
（配当回数5回目、10回目、15回目…）に
総保険金額が2000万円を超える部分

300円


